
国家公務員共済組合連合会　旧令長期経理
民間企業仮定貸借対照表

令和3年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 148,613,467
未収金 4,808,910

貸倒引当金 △ 4,225,355 583,555
　流動資産合計 149,197,022

Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

器具備品 11,249,619
減価償却累計額 △ 10,403,074 846,545

有形固定資産合計 846,545
　２　無形固定資産

ソフトウェア 750,224
無形固定資産合計 750,224
　固定資産合計 1,596,769

Ⅲ　投資その他の資産
長期未収金 2,580,325

貸倒引当金 △ 2,580,325 0
　投資その他の資産合計 0

資産合計 150,793,791
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 155,112,809
未払費用 1,061,028
預り金 446,880
引当金

賞与引当金 3,945,448 3,945,448
　流動負債合計 160,566,165

Ⅱ　固定負債
引当金

退職給付引当金 238,153,614 238,153,614
資産見返補助金 1,596,769

　固定負債合計 239,750,383
負債合計 400,316,548

（純資産の部）
Ⅰ　欠損金

繰越欠損金 △ 249,849,842
当期利益金 327,085 △ 249,522,757
　欠損金合計 △ 249,522,757

純資産合計 △ 249,522,757
負債純資産合計 150,793,791

金　額科　目



国家公務員共済組合連合会　旧令長期経理

民間企業仮定損益計算書

自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日 （単位：円）

経常収益

交付金収入 1,025,232,574

資産見返補助金戻入 216,510

貸倒引当金戻入 323,518

　経常収益合計 1,025,772,602

経常費用

遺族給付 104,021,172

公務災害給付 254,794,028

ガス障害給付 343,345,915

ガス対策費 162,176,316

雑損 20

一般管理費

一般管理費 154,022,553

賞与引当金繰入 3,945,448

減価償却費 213,775

一般管理費合計 161,105,331

　経常費用合計 1,025,442,782

経常利益 329,820

特別損失

固定資産除却損 2,735

　特別損失合計 2,735

当期利益金 327,085

金　額科　目



国家公務員共済組合連合会　旧令長期経理

キャッシュ・フロー計算書

自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 327,085

減価償却費 213,775

貸倒引当金の増減額 △ 323,518

賞与引当金の増減額 △ 2,543,053

退職給付引当金の増減額 2,923,555

資産見返補助金の増減額 868,963

固定資産除却損 2,735

未収金の増減額 188,681

未払金の増減額 △ 21,768,184

未払費用の増減額 △ 526,633

その他 △ 110,786

小計 △ 20,747,380

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,747,380

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 316,322

無形固定資産の取得による支出 △ 769,151

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,085,473

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 21,832,853

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 170,446,320

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 148,613,467

科目



 重要な会計方針等 旧令長期経理 
 

１．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の

規定する方法と同一の基準によっております。 

 

２．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

見積額を、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てるため、支給

見込額を計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

        a） 採用している退職給付制度の概要 

当連合会は、役職員の退職給付に備えるため、確定給付型の制度として、退職一

時金制度を設けております。 

 

b） 退職給付債務の計算方法 

原則法に基づく退職給付債務の額【原則法に基づき算定した過去５年間の行政

コスト計算書類上の退職給付引当金の額】と事業年度末時点の自己都合要支給

額【過去５年間の財務諸表上の退職給付引当金の額】との比較指数を求め、当事

業年度末時点の自己都合要支給額に比較指数を乗じて退職給付債務を計算する

簡便法を適用し、５年ごとに比較指数の見直しを行っております。 

 なお、原則法の割引率は 0.4%を使用しております。 

 

  



c） 確定給付制度 

i）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付引当金の期首残高      235,230,059 円 

 退職給付費用                   2,923,555 円 

 退職給付引当金の期末残高   238,153,614 円 

 

ⅱ）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

 非積立型制度の退職給付債務 238,153,614 円 

 貸借対照表に計上された負債 238,153,614 円  

 

  退職給付引当金                238,153,614 円 

    貸借対照表に計上された負債         238,153,614 円 

 

ⅲ）退職給付費用 

   簡便法で計算した退職給付費用 当事業年度  2,923,555 円 

 

３．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

４．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和 3年 3月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 

差

額 

現金・預金 

未払金 

148,613,467 

(155,112,809) 

148,613,467 

(155,112,809) 

－ 

－ 

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

現金・預金及び未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 



 

５．資産除去債務関係 

民間企業仮定貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

当連合会は、国有財産につき、退去時における原状回復義務を有しておりますが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、退去・移転等の予定もさ

れていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのた

め、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

６．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が３ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 148,613,467 円 

      現金及び現金同等物 148,613,467 円 

 

７．機会費用の計上基準 

（１）国有財産等の無償使用に係る機会費用の算出方法 

国有財産の貸付料算定基準に基づき算定しております。 

 

（２）その他  

 該当事項はありません。 

 

８．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

９．重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 
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